
平成２８年度決算

東員町の財務書類（統一的な基準）

東員町 総務部財政課



� 三重県市町総合事務組合

� 三重県後期高齢者医療広域連合

� 桑名広域清掃事業組合

� 桑名・員弁広域連合

� 三重地方税管理回収機構

統一的な基準による財務書類について

地方公会計の整備

現在の地方公共団体の予算・決算に係る会計は、単年度における現

金の収支を管理する単式簿記の現金主義会計が採用されていますが、

過去から積み上げた資産や負債などの状況を把握できないこと、また

減価償却費や引当金といった会計手続きの概念がないといった弱点が

ありました。

その弱点を補完するものとして、全国の地方公共団体では総務省の

指針に基づき複式簿記の発生主義会計を取り入れた地方公会計の導

入が進められてきました。

しかし、複数の作成方法があることで、団体間の比較が難しいことの

ほか、本格的な複式簿記の導入が進まない、固定資産台帳の整備が

十分でないといった課題があったため、平成２７年１月に総務省は「統

一的な基準」を示し、全ての地方公共団体に対して、平成２９年度まで

に、この「統一的な基準」に沿った財務書類を作成するよう要請しました。

東員町ではこの要請を受け、平成２８年度決算（平成２９年度作成）か

ら「統一的な基準」による財務書類を作成し、公表していきます。

対象とする会計の範囲

�国民健康保険特別会計

�後期高齢者医療特別会計

�介護保険特別会計

�下水道事業特別会計

�水道事業会計

�一般会計

連結会計

全体会計

一般会計等

※一部の連結団体において、「統一的な基準」による平成２８年度決算財務書類の作成が完了していないことから、全体会計に係る財務書類を公表します。

※次ページ以降の財務書類に係る数値は、表示単位で四捨五入しているため、合計値と一致しない場合があります。
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統一的な基準による財務４表（全体会計）

■資金収支計算書

（CF : Cash Flow statement）

現金の出入りの情報を、性質の

異なる３つの区分に分けて表示し

た計算書です。町の決算書に近い

財務書類といえます。

■貸借対照表

（ BS : Balance Sheet ）

町が住民サービスを提供するた

めに保有している財産（資産）と、

その資産をどのような財源（負債・

純資産）で賄ってきたかを相対的

に対象表示した一覧表です。

■行政コスト計算書

（ PL : Profit and Loss statement ）

１年間の行政活動のうち、福祉

給付やごみの収集といった資産形

成に結びつかない行政サービスに

係る経費と、その行政サービスの

対価として得られた収入額の財源

を対比させた計算書です。

■純資産変動計算書

（ NW : Net Worth statement ）

貸借対照表内の「純資産の部」に

計上されている各数値が、１年間で

どのように変動したかを表している

計算書です。

業務活動収支 5億9千万円

投資活動収支 △2億4千万円

財務活動収支 △2億8千万円

本年度資金収支額 7千万円

前年度末資金残高 15億5千万円

本年度末資金残高 16億2千万円

歳計外現金残高 8千万円

本年度末現金預金残高 17億円

資 産
527億
6千万円

（うち現金預金）
17億円

負 債
105億
3千万円

純資産
422億
3千万円

経常費用 124億4千万円

経常収益 13億2千万円

純経常行政コスト 111億2千万円

臨時損益 0円

純行政コスト 111億2千万円

前年度末純資産残高 423億2千万円

純行政コスト △111億2千万円

税金・補助金 110億円

その他の変動 3千万円

本年度末純資産残高 422億3千万円
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貸借対照表（ BS : Balance Sheet ）

左側が資産を表し、右側が資産を得るための資金の調

達方法（負債と純資産）を表わします。

また、負債はこれから先、支払う義務のある金額で、純

資産はこれまでの世代が支払ってきた金額を表わしてい

ます。

この負債が資産を上回り、「資産」－「負債」である純資

産がマイナスになると、いわゆる「債務超過」となり、不健

全な財政状況であることを意味します。

資産の部
527億6千万円

（町が保有している資産）

〇固定資産

・事業用資産 142億3千万円

・インフラ資産 309億8千万円

・その他 35億円

〇流動資産

・現金預金 17億円

・未収金 4千万円

・その他 23億円

負債の部
105億3千万円
（将来世代の負担）

〇固定負債

・地方債 86億1千万円

・その他 7億4千万円

〇流動負債

・１年以内に返済する

地方債 8億5千万円

・その他 3億3千万円

純資産の部
422億3千万円

（これまでの世代の負担）

〇純資産 422億3千万円

町民一人当たり
の資産額

約205万7千円

町民一人当
たりの負債額
約41万1千円

平成２９年３月３１日現在の東員町の人口 25,648人
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行政コスト計算書（ PL : Profit and Loss statement ）

行政コスト計算書は福祉や教育などの行政サービスを行う

ために必要なコスト（費用）を計算した一覧表で、道路や公共

施設などの整備にかかるものを除いた行政サービスに使っ

た１年間の費用を集計したものです。

「社会保障費などのコスト」が最も多く、福祉サービスの扶

助費や各種団体への補助金などに多くのコストがかかってい

ます。

また、「物にかかるコスト」が多くなっていますが、この中に

は現金支出を伴わないコストとして「減価償却費」が計上され

ています。

町民一人当たり
の純行政コスト
約43万4千円

町民一人当たり
の経常費用
約48万5千円

平成２９年３月３１日現在の東員町の人口 25,648人

〇経常費用・・・① 124億4千万円

１ 人にかかるコスト 16億1千万円
（職員の給料や議員の報酬など）

２ 物にかかるコスト 35億8千万円
（消耗品や委託料、建物の維持管理や減価償却費など）

３ 社会保障費などのコスト 70億1千万円
（福祉サービスや医療費助成などの社会保障給付、各種
団体に対する補助金など）

４ その他のコスト 2億4千万円
（地方債の支払利息など）

〇経常収益・・・② 13億2千万円

使用料及び手数料、資産売却益など

〇純経常行政コスト（ ①－② ）・・・Ａ 111億2千万円

〇臨時損益・・・Ｂ 0円

〇純行政コスト（ Ａ＋Ｂ ） 111億2千万円
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純資産変動計算書（ NW : Net Worth statement ）

「資産」から「負債」を差し引いた「純資産」は、道路や公共施設などの資

産の取得のために、これまでの世代が負担したもので、将来返済する必

要がないものです。

この表は、その純資産が１年間でどのように変動したかを示しています。

前年度末純資産残高 423億2千万円

純行政コスト △111億2千万円

税金・補助金 110億円

その他の変動 3千万円

本年度末純資産残高 422億3千万円

資金収支計算書（CF : Cash Flow statement）

現行の決算書の歳入歳出を３つの活動ごとに区分し、どの様な活動に資

金を必要とし、その資金をどのように賄ったかを示しています。町の資金が

前年度末残高から本年度末残高へ増減した要因がわかります。

業務活動収支 5億9千万円
支出（人件費、物件費、社会保障費など） 112億4千万円
収入（町税、国県補助金など） 118億4千万円

投資活動収支 △2億4千万円
支出（公共施設等整備費、基金積立金など） 7億8千万円
収入（国県補助金、基金繰入金など） 5億4千万円

財務活動収支 △2億8千万円
支出（地方債の返済） 8億1千万円
収入（地方債の発行など） 5億3千万円

本年度資金収支額 7千万円

前年度末資金残高 15億5千万円

本年度末資金残高 16億2千万円 歳計外現金残高 8千万円 本年度末現金預金残高 17億円

一時的に預かる
保証金など公金
ではないもの。

貸借対照表の
「現金預金」と
一致する。
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財務書類からわかる財務指標

■基礎的財政収支
3億5千万円（全体会計）、△7千万円（一般会計）

説明

地方債などの財政活動収支を除いた、収入・支出のバランス
を見るもので、収支がプラスの場合は、行政サービスに必要
な資金を、借金などに頼らず、税金などの収入で賄われてい
ることを表します。

計算式 業務活動収支＋投資活動収支

■純資産比率 80.0%（全体会計）、83.6%（一般会計）

■社会資本等形成の世代間負担比率
11.6%（全体会計）、4.3%（一般会計）

■受益者負担比率
10.6%（全体会計）、9.7%（一般会計）

説明
行政コストのうち、行政サービス受益者が直接的に負担す
る割合を表します。

計算式 経常収益÷経常費用

■有形固定資産減価償却率
58.2%（全体会計）、62.9%（一般会計）

説明
総資産に対し、返済義務のない純資産がどれくらいの割合と
なっているか示す指標で、これまでの世代がどの程度負担し
てきたかを表します。

計算式 純資産÷資産合計

説明
これまで整備してきた有形固定資産のうち、どれくらい将来世
代が負担する負債が残っているかを示す指標で、この比率が
高いほど、将来世代の負担が大きいことになります。

計算式 地方債（臨時財政対策債を除く）÷有形固定資産

説明
有形固定資産のうち土地以外の償却資産について、耐用年
数に対して取得からどの程度経過しているかを表します。
100%に近いほど老朽化が進んでいるといえます。

計算式 有形固定資産の減価償却累計額÷取得価格等

■債務償還可能年数 11.5年（一般会計）

説明
借入金残高等の実質的な債務に対し、経常的に確保できる
資金で返済するのに何年間かかるかを示す指標で、債務償
還能力を測ります。

計算式
（将来負担額－充当可能基金残高）÷（業務収入等－業務支
出）
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【様式第1号】

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 48,713,132   固定負債 9,354,254

    有形固定資産 45,689,242     地方債等 8,614,153

      事業用資産 14,226,566     長期未払金 -

        土地 10,475,646     退職手当引当金 -

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 12,739,274     その他 740,101

        建物減価償却累計額 -8,996,791   流動負債 1,179,537

        工作物 3,618     １年内償還予定地方債等 845,354

        工作物減価償却累計額 -152     未払金 87,809

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 125,995

        航空機 -     預り金 85,022

        航空機減価償却累計額 -     その他 35,356

        その他 - 負債合計 10,533,791

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 4,971   固定資産等形成分 51,012,714

      インフラ資産 30,984,154   余剰分（不足分） -8,784,754

        土地 10,502,261   他団体出資等分 -

        建物 304,201

        建物減価償却累計額 -261,682

        工作物 44,090,195

        工作物減価償却累計額 -23,662,136

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 11,314

      物品 1,974,143

      物品減価償却累計額 -1,495,620

    無形固定資産 1,071

      ソフトウェア 840

      その他 231

    投資その他の資産 3,022,819

      投資及び出資金 27,680

        有価証券 -

        出資金 27,680

        その他 -

      長期延滞債権 58,438

      長期貸付金 -

      基金 2,223,282

        減債基金 -

        その他 2,223,282

      その他 718,508

      徴収不能引当金 -5,089

  流動資産 4,048,619

    現金預金 1,702,944

    未収金 43,615

    短期貸付金 -

    基金 2,299,582

      財政調整基金 2,151,862

      減債基金 147,720

    棚卸資産 6,300

    その他 139

    徴収不能引当金 -3,961

  繰延資産 - 純資産合計 42,227,960

資産合計 52,761,751 負債及び純資産合計 52,761,751

全体会計貸借対照表
（平成29年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：千円）

全体会計行政コスト計算書
自　平成28年4月1日
至　平成29年3月31日

科目名 金額

  経常費用 12,440,144

    業務費用 5,428,179

      人件費 1,612,243

        職員給与費 1,375,007

        賞与等引当金繰入額 125,995

        退職手当引当金繰入額 -

        その他 111,241

      物件費等 3,574,785

        物件費 2,292,873

        維持補修費 69,142

        減価償却費 1,210,053

        その他 2,717

      その他の業務費用 241,151

        支払利息 163,640

        徴収不能引当金繰入額 11,557

        その他 65,955

    移転費用 7,011,965

      補助金等 5,912,404

      社会保障給付 1,098,576

      その他 984

  経常収益 1,317,716

    使用料及び手数料 779,416

    その他 538,300

純経常行政コスト 11,122,428

  臨時損失 1,210

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 939

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 271

  臨時利益 1,422

    資産売却益 1,422

    その他 -

純行政コスト 11,122,216
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【様式第3号】

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 42,322,018 51,525,698 -9,203,679 -

  純行政コスト（△） -11,122,216 -11,122,216 -

  財源 10,997,547 10,997,547 -

    税収等 8,538,620 8,538,620 -

    国県等補助金 2,458,927 2,458,927 -

  本年度差額 -124,669 -124,669 -

  固定資産等の変動（内部変動） -533,969 533,969

    有形固定資産等の増加 660,343 -660,343

    有形固定資産等の減少 -1,210,991 1,210,991

    貸付金・基金等の増加 378,002 -378,002

    貸付金・基金等の減少 -361,323 361,323

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 20,985 20,985

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 9,625 - 9,625

  本年度純資産変動額 -94,059 -512,984 418,925 -

本年度末純資産残高 42,227,960 51,012,714 -8,784,754 -

全体会計純資産変動計算書
自　平成28年4月1日
至　平成29年3月31日
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【様式第4号】

（単位：千円）

全体会計資金収支計算書
自　平成28年4月1日
至　平成29年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 11,243,883

    業務費用支出 4,231,918

      人件費支出 1,607,373

      物件費等支出 2,404,655

      支払利息支出 163,640

      その他の支出 56,251

    移転費用支出 7,011,965

      補助金等支出 5,912,404

      社会保障給付支出 1,098,576

      その他の支出 984

  業務収入 11,836,078

    税収等収入 8,498,572

    国県等補助金収入 2,278,544

    使用料及び手数料収入 779,456

    その他の収入 279,505

  臨時支出 91

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 91

  臨時収入 158

業務活動収支 592,261

【投資活動収支】

  投資活動支出 782,233

    公共施設等整備費支出 660,343

    基金積立金支出 121,890

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 542,229

    国県等補助金収入 180,383

    基金取崩収入 360,583

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 1,264

    その他の収入 -

投資活動収支 -240,004

【財務活動収支】

  財務活動支出 810,080

    地方債等償還支出 810,080

    その他の支出 -

  財務活動収入 528,025

    地方債等発行収入 518,400

    その他の収入 9,625

前年度末歳計外現金残高 85,339

本年度歳計外現金増減額 -316

本年度末歳計外現金残高 85,022

本年度末現金預金残高 1,702,944

財務活動収支 -282,055

本年度資金収支額 70,203

前年度末資金残高 1,547,720

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 1,617,922
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①有形固定資産の明細 （単位：円 ）

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)
本年度償却額

（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)
22,992,489,353 231,019,868 0 23,223,509,221 8,996,943,288 262,780,025 14,226,565,933

10,475,646,042 0 0 10,475,646,042 0 0 10,475,646,042

0 0 0 0 0 0 0

12,513,225,311 226,048,628 0 12,739,273,939 8,996,791,332 262,628,069 3,742,482,607

3,618,000 0 0 3,618,000 151,956 151,956 3,466,044

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 4,971,240 0 4,971,240 0 0 4,971,240

54,544,651,328 363,320,323 0 54,907,971,651 23,923,818,142 864,041,723 30,984,153,509

10,497,850,439 4,410,774 0 10,502,261,213 0 0 10,502,261,213

304,200,683 0 0 304,200,683 261,682,065 2,049,759 42,518,618

43,731,966,206 358,229,149 0 44,090,195,355 23,662,136,077 861,991,964 20,428,059,278

0 0 0 0 0 0 0

10,634,000 680,400 0 11,314,400 0 0 11,314,400

1,896,884,609 86,148,356 8,890,040 1,974,142,925 1,495,620,363 79,752,656 478,522,562

79,434,025,290 680,488,547 8,890,040 80,105,623,797 34,416,381,793 1,206,574,404 45,689,242,004

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：円 ）

746,548,589 7,657,686,163 1,446,941,795 270,575,086 2,926,040,175 69,240,131 1,109,533,994 14,226,565,933

536,101,886 5,637,585,981 392,230,894 117,872,402 2,908,678,829 57,846,102 825,329,948 10,475,646,042

0 0 0 0 0 0 0 0

210,446,703 2,020,100,182 1,054,710,901 147,731,444 13,895,302 11,394,029 284,204,046 3,742,482,607

0 0 0 0 3,466,044 0 0 3,466,044

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 4,971,240 0 0 0 4,971,240

29,695,868,370 1,607,040 680,400 0 1,256,273,645 14,837,079 14,886,975 30,984,153,509

9,689,006,193 0 0 0 798,368,045 0 14,886,975 10,502,261,213

42,518,618 0 0 0 0 0 0 42,518,618

19,953,709,559 1,607,040 0 0 457,905,600 14,837,079 0 20,428,059,278

0 0 0 0 0 0 0 0

10,634,000 0 680,400 0 0 0 0 11,314,400

248,654,720 109,523,851 4,794,034 1,935,098 2 1,738,171 111,876,686 478,522,562
30,691,071,679 7,768,817,054 1,452,416,229 272,510,184 4,182,313,822 85,815,381 1,236,297,655 45,689,242,004

 事業用資産

全体会計附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

区分

　　建物

　  土地

　　立木竹

　　建物

　　工作物

　　船舶

　　浮標等

　　航空機

　　その他

　　建設仮勘定

 インフラ資産

　　土地

　　工作物

　　その他

　　建設仮勘定

 物品

合計

　　建設仮勘定

総務 合計

 事業用資産

　　土地

　　立木竹

　　建物

生活インフラ・
国土保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防区分

　　工作物

　　船舶

　　浮標等

　　航空機

　　その他

 物品
合計

 インフラ資産

　　土地

　　建物

　　工作物

　　その他

　　建設仮勘定
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【様式第1号】

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 32,528,307   固定負債 5,039,011

    有形固定資産 29,691,404     地方債 4,951,199

      事業用資産 14,226,566     長期未払金 -

        土地 10,475,646     退職手当引当金 -

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 12,739,274     その他 87,812

        建物減価償却累計額 -8,996,791   流動負債 723,978

        工作物 3,618     １年内償還予定地方債 486,063

        工作物減価償却累計額 -152     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 118,037

        航空機 -     預り金 85,022

        航空機減価償却累計額 -     その他 34,856

        その他 - 負債合計 5,762,990

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 4,971   固定資産等形成分 34,649,987

      インフラ資産 15,236,789   余剰分（不足分） -5,291,760

        土地 10,422,122

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 10,302,095

        工作物減価償却累計額 -5,488,109

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 680

      物品 629,467

      物品減価償却累計額 -401,418

    無形固定資産 840

      ソフトウェア 840

      その他 -

    投資その他の資産 2,836,063

      投資及び出資金 102,650

        有価証券 -

        出資金 102,650

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 30,393

      長期貸付金 -

      基金 1,986,950

        減債基金 -

        その他 1,986,950

      その他 718,508

      徴収不能引当金 -2,437

  流動資産 2,592,909

    現金預金 452,561

    未収金 20,302

    短期貸付金 -

    基金 2,121,679

      財政調整基金 1,973,959

      減債基金 147,720

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -1,634 純資産合計 29,358,226

資産合計 35,121,216 負債及び純資産合計 35,121,216

一般会計貸借対照表
（平成29年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：千円）

一般会計行政コスト計算書
自　平成28年4月1日
至　平成29年3月31日

科目名 金額

  経常費用 7,237,644

    業務費用 4,253,246

      人件費 1,507,971

        職員給与費 1,278,845

        賞与等引当金繰入額 118,037

        退職手当引当金繰入額 -

        その他 111,089

      物件費等 2,665,289

        物件費 2,104,898

        維持補修費 46,628

        減価償却費 512,331

        その他 1,433

      その他の業務費用 79,985

        支払利息 47,470

        徴収不能引当金繰入額 7,060

        その他 25,455

    移転費用 2,984,399

      補助金等 1,070,767

      社会保障給付 1,098,576

      他会計への繰出金 814,093

      その他 963

  経常収益 704,326

    使用料及び手数料 183,031

    その他 521,295

純経常行政コスト 6,533,318

  臨時損失 180

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 0

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

純行政コスト 6,532,235

    その他 180

  臨時利益 1,264

    資産売却益 1,264
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【様式第3号】

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 29,443,409 34,687,958 -5,244,549

  純行政コスト（△） -6,532,235 -6,532,235

  財源 6,426,067 6,426,067

    税収等 5,170,024 5,170,024

    国県等補助金 1,256,043 1,256,043

  本年度差額 -106,168 -106,168

  固定資産等の変動（内部変動） -58,957 58,957

    有形固定資産等の増加 460,313 -460,313

    有形固定資産等の減少 -512,331 512,331

    貸付金・基金等の増加 256,643 -256,643

    貸付金・基金等の減少 -263,583 263,583

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 20,985 20,985

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -85,183 -37,971 -47,211

本年度末純資産残高 29,358,226 34,649,987 -5,291,760

一般会計純資産変動計算書
自　平成28年4月1日
至　平成29年3月31日
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【様式第4号】

（単位：千円）

一般会計資金収支計算書
自　平成28年4月1日
至　平成29年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 6,740,189

    業務費用支出 3,755,790

      人件費支出 1,503,210

      物件費等支出 2,189,358

      支払利息支出 47,470

      その他の支出 15,751

    移転費用支出 2,984,399

      補助金等支出 1,070,767

      社会保障給付支出 1,098,576

      他会計への繰出支出 814,093

      その他の支出 963

  業務収入 6,751,538

    税収等収入 5,165,348

    国県等補助金収入 1,139,360

    使用料及び手数料収入 183,289

    その他の収入 263,542

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 11,349

【投資活動収支】

  投資活動支出 462,047

    公共施設等整備費支出 460,313

    基金積立金支出 1,733

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 381,529

    国県等補助金収入 116,683

    基金取崩収入 263,583

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 1,264

    その他の収入 -

投資活動収支 -80,517

【財務活動収支】

  財務活動支出 456,216

    地方債償還支出 456,216

    その他の支出 -

  財務活動収入 407,000

    地方債発行収入 407,000

前年度末歳計外現金残高 85,339

本年度歳計外現金増減額 -316

本年度末歳計外現金残高 85,022

本年度末現金預金残高 452,561

    その他の収入 -

財務活動収支 -49,216

本年度資金収支額 -118,384

前年度末資金残高 485,923

本年度末資金残高 367,539
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①有形固定資産の明細 （単位：円 ）

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)
本年度償却額

（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)
22,992,489,353 231,019,868 0 23,223,509,221 8,996,943,288 262,780,025 14,226,565,933

10,475,646,042 0 0 10,475,646,042 0 0 10,475,646,042

0 0 0 0 0 0 0

12,513,225,311 226,048,628 0 12,739,273,939 8,996,791,332 262,628,069 3,742,482,607

3,618,000 0 0 3,618,000 151,956 151,956 3,466,044

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 4,971,240 0 4,971,240 0 0 4,971,240

20,544,918,874 179,978,983 0 20,724,897,857 5,488,109,295 194,506,000 15,236,788,562

10,417,711,305 4,410,774 0 10,422,122,079 0 0 10,422,122,079

0 0 0 0 0 0 0

10,127,207,569 174,887,809 0 10,302,095,378 5,488,109,295 194,506,000 4,813,986,083

0 0 0 0 0 0 0

0 680,400 0 680,400 0 0 680,400

564,480,618 69,459,806 4,473,000 629,467,424 401,417,639 55,044,677 228,049,785

44,101,888,845 480,458,657 4,473,000 44,577,874,502 14,886,470,222 512,330,702 29,691,404,280

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：円 ）

746,548,589 7,657,686,163 1,446,941,795 270,575,086 2,926,040,175 69,240,131 1,109,533,994 14,226,565,933

536,101,886 5,637,585,981 392,230,894 117,872,402 2,908,678,829 57,846,102 825,329,948 10,475,646,042

0 0 0 0 0 0 0 0

210,446,703 2,020,100,182 1,054,710,901 147,731,444 13,895,302 11,394,029 284,204,046 3,742,482,607

0 0 0 0 3,466,044 0 0 3,466,044

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 4,971,240 0 0 0 4,971,240

13,948,503,423 1,607,040 680,400 0 1,256,273,645 14,837,079 14,886,975 15,236,788,562

9,608,867,059 0 0 0 798,368,045 0 14,886,975 10,422,122,079

0 0 0 0 0 0 0 0

4,339,636,364 1,607,040 0 0 457,905,600 14,837,079 0 4,813,986,083

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 680,400 0 0 0 0 680,400

1,043,943 109,523,851 3,530,434 1,935,098 2 1,738,171 110,278,286 228,049,785
14,696,095,955 7,768,817,054 1,451,152,629 272,510,184 4,182,313,822 85,815,381 1,234,699,255 29,691,404,280

一般会計附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

 事業用資産

区分

　　立木竹

　  土地

　　工作物

　　建物

　　浮標等

　　船舶

　　その他

　　航空機

 インフラ資産

　　建設仮勘定

　　建物

　　土地

　　その他

　　工作物

 物品

　　建設仮勘定

区分

合計

消防 総務 合計

 事業用資産

　　立木竹

　　土地

生活インフラ・
国土保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興

　　工作物

　　建物

　　浮標等

　　船舶

　　その他

　　航空機

合計
 物品

　　建設仮勘定

 インフラ資産

　　建設仮勘定

　　建物

　　土地

　　その他

　　工作物
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